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第１回デジタル行財政改革会議（令和５年１０月１１日）
岸田内閣総理大臣発言 

 

 今日は会議への御協力、誠にありがとうございました。デジタル

行財政改革がスタートしました。人口減少が進行している日本だか

らこそ、デジタルの力を借りて、必要であれば、国と地方の行財政

の仕組みを変えていく。様々な制度や仕組みも改革していく。利用

者起点で、公共サービスの維持・強化と地方の活性化を図り、社会

変革を実現していく、これがデジタル行財政改革であると考えてい

ます。 

 足下で、大きな変化が既に起きています。それらの変化を力に

し、明日は今日よりも良くなる日本を実現していきたいと考えてい

ます。そのために、デジタル田園都市、行革、規制改革、これらを

束ねる司令塔として、デジタル行財政改革会議を設置し、改革の司

令塔としての役目を、河野大臣にお願いすることといたしました。 

 本日、河野大臣から説明がありましたとおり、デジタル行財政改

革の３本柱は、１つ目として、デジタルによる質の高い公共サービ

スの提供、２つ目として、デジタル活用を阻害している規制・制度

の徹底した改革、３つ目として、ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立

案）を活用した予算の見える化による事業・基金の見直し、この３

点です。この方針に沿って、政府を挙げて、取組を進めていきたい

と考えています。 

 まず、質の高い公共サービスの提供と規制・制度の見直しを一体

的に実現するためには、本日、示された取組案について、河野大臣

と関係大臣で、検討を加速するようにしてください。 

 具体的には、まず盛山大臣においては、デジタル教育の実効性を

高めるため、ＧＩＧＡ端末や校務システムの統一・共同調達の検討

を進めるとともに、デジタル教材の活用、民間人材の活用拡大、ま

たオンライン教育の活用、これらを加速してください。 

 斉藤大臣においては、地域交通の担い手不足や、移動の足の不足

といった、深刻な社会問題に対応するため、タクシー・バス等のド

ライバーの確保や、不便の解消に向けた地域の自家用車・ドライバ

ーの活用などの検討を進めるとともに、西村大臣と協力して、自動

運転やドローンの事業化を加速してください。 
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 武見大臣においては、介護事業者向けのＤＸ（デジタル・トラン

スフォーメーション）支援のほか、年末の介護報酬の改定の機会も

活用し、生産性の抜本向上のための適切なＫＰＩ（重要業績評価指

数）の設定などを具体化してください。また、オンライン診療の拡

充等の検討を加速してください。 

 そして、加藤大臣においては、自見大臣と協力して、プッシュ型

子育て支援や、保育ＤＸによる現場の負担軽減、子供や家庭に寄り

添った相談業務のＤＸを進めてください。 

 松村大臣には、避難所等におけるマイナンバーカードの活用な

ど、防災ＤＸの加速をお願いいたします。 

 この社会変革を進める上でスタートアップの活用、これも重要で

す。システム調達におけるスタートアップの参入機会の拡大を進め

てまいります。これについては小泉大臣に、是非、創業環境の改善

のため、公証人による定款認証の見直しをお願いいたします。 

 そして、鈴木総務大臣と河野大臣で連携して、これらの取組の基

盤となる、国・地方のデジタル基盤の統一化・共通化を具体的に進

めてください。河野大臣は、アナログ規制の見直しについても、確

実に進めてください。 

 そして、ＥＢＰＭに関しては、鈴木財務大臣と河野大臣及び鈴木

総務大臣で連携し、行政事業レビューシートを活用した予算の更な

る見える化を進めるとともに、コロナ以降に拡大した事業・基金を

見直し、政策効果を向上させるなど、予算事業の不断の見直しを進

めてください。 

 そして最後に、年末の中間報告を待たず、できるものから改革を

迅速に実行するべく、河野大臣と関係大臣が緊密に協議し、取組を

進めるとともに、新藤大臣におかれては、今月末に取りまとめる予

定の経済対策において、デジタル技術の社会実装を強力に後押しす

る施策を盛り込んでください。 

 デジタル行財政改革の３本柱の実行に向けて、有識者の皆様にお

かれましては、引き続きお力添えを頂きますよう、よろしくお願い

申し上げます。本日は誠にありがとうございました。 
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第１７回規制改革推進会議（令和５年１０月１６日） 
岸田内閣総理大臣発言 

 

 本日選任された冨田(とみた)議長の下、新しい体制による規制改

革推進会議が始動いたしました。そして、今日は早速、皆様方から

貴重な御意見を承りました。御協力、心から感謝申し上げます。 

 先送りできない課題に正面から取り組む。そして、社会課題を乗

り越えて変化を力にする。これが岸田内閣の基本姿勢です。本会議

では、人手不足解決、賃上げ、投資の拡大を実現する規制・制度改

革、これを是非進めていただきたいと考えております。 

 具体的には、まずは、物流や医療・介護などの分野の人手不足に

対応し、緊急に対応するべき課題として、ドローンの無人地帯にお

ける目視外飛行の事業化、そして、オンライン診療の診療場所の拡

大や在宅医療提供体制の充実、医療・介護従事者の常勤・専任規制

の見直し、高齢者施設における人員配置基準の特例的な柔軟化とい

った課題につきまして、月末に取りまとめる予定の経済対策に向け

て検討を加速していただきたいと思います。 

 また、これにとどまらず、兼業・副業の円滑化を始めとする雇用

関係の制度の見直し、医療・物流・建設等の分野における革新的サ

ービスの社会実装、ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーショ

ン）、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）などの国内投

資拡大などに向けた規制改革、これを進めてください。 

 さらに、この規制改革推進会議においては、先日立ち上げたデジ

タル行財政改革会議と連携し、地域における移動の足の不足という

深刻な社会課題への対応、行政手続に係るローカルルールの見直

し、公証人による定款認証制度の見直しなどスタートアップの成長

環境の整備などに関する規制改革の取組も急ぎ検討してください。 

 変化を力にするため、制度も柔軟に変革する必要があります。来

年夏の答申・規制改革実施計画の閣議決定を待たず、できるものか

ら、経済対策に盛り込み、年内に中間的な成果の取りまとめ、これ

をお願いいたします。河野大臣におかれては、可能なものはスケジ

ュールを前倒しして、スピード感のある規制改革を進めていただく

よう、よろしくお願い申し上げます。 
 


